Ⅰ 調査結果の概要
１　組合数及び組合員数の推移 

　　組合数は、4,608組合となり、前年（4,653組合）に比べ45組合、1.0％減少した。これは、昭和22年の調査開始以来最高であった6,079組合（平成10年）の75.8％にあたるとともに、平成11年以降、16年連続の減少となった。

　　また、組合員数は、74万4,281人となり、前年（75万8,808人）に比べ、1万4,527人、1.9％減少し、前年に引き続き、減少傾向を示した。これは、調査開始以来最高であった114万5,582人（昭和50年）の65.0％にあたる。
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２　労働組合推定組織率等の推移
　　労働組合の推定組織率は、17.8％となり、前年（18.3％）に比べ0.5ポイント減少し、平成20年以降、7年連続の減少となった。
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推定雇用

伸び率 労働者数

分

（毎６月）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ H Ｉ

６０年 4,301 106.1% － － 375 1,241.8 109.0 28.9

(29.0) -

６１年 4,383 100.0% 4,455 381 381 1,234.3 109.0 28.2

(28.6) 28.6

６２年 4,448 101.5% － － 387 1,227.2 107.5 27.6

(27.8) -

６３年 4,565 104.2% － － 397 1,222.7 106.6 26.8

(26.9) -

元年 4,721 107.7% － － 410 1,222.7 105.2 25.9

(25.6) -

２年 4,875 111.2% － － 424 1,226.5 105.6 25.2

(24.9) -

３年 5,062 100.0% 5,084 433 433 1,239.7 106.3 24.5

(24.5) 24.5

４年 5,139 101.5% － － 440 1,254.1 106.2 24.4

(24.2) -

５年 5,233 103.4% － － 448 1,266.3 106.1 24.2

(23.7) -

６年 5,279 104.3% － － 452 1,269.9 106.5 24.1

(23.6) -

７年 5,309 104.9% － － 454 1,261.4 106.0 23.8

(23.3) -

８年 5,367 100.0% 5,379 448 448 1,245.1 104.4 23.2

(23.3) 23.3

９年 5,435 101.3% － － 454 1,228.5 103.0 22.6

(22.7)

－

１０年 5,391 100.4% － － 450 1,209.3 101.0 22.4

(22.4)

－

１１年 5,321 99.1% － － 444 1,182.5 98.3 22.2

(22.1)

－

１２年 5,379 100.2% － － 449 1,153.9 95.0 21.5

(21.2)

－

１３年 5,413 100.0% 5,198 414 414 1,121.2 90.8 20.7

(21.9) 21.9

１４年 5,348 98.8% － － 409 1,080.1 86.8 20.2

(21.2)

－

１５年 5,373 99.3% － － 411 1,053.1 83.9 19.6

(20.4)

－

１６年 5,371 99.2% － － 411 1,030.9 81.9 19.2

(19.9)

－

１７年 5,416 100.1% － － 414 1,013.8 80.2 18.7

(19.4)

－

１８年 5,517 100.0% 5,123 389 389 1,004.1 78.3 18.2

(20.1) 20.1

１９年 5,565 100.9% － － 392 1,008.0 78.7 18.1

(20.1)

－

２０年 5,565 100.9% － － 392 1,006.5 77.3 18.1

(19.7)

－

２１年 5,455 100.0% 5,209 406 406 1,007.8 77.2 18.5

(19.0) 19.0

２２年 5,447 99.9% － － 406 1,005.4 76.2 18.5

(18.8)

－

２３年 5,505 100.9% － － 410 996.1 76.5 ※　18.4 

(18.7)

－

２４年 5,528 101.3% － － 411 989.2 76.0 17.9

(18.5)

－

２５年 5,571 102.1% － － 415 987.5 75.9 17.7

(18.3)

－

２６年 5,617 103.0% － － 418 984.9 74.4 17.5

(17.8)

－
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労働組合基礎調査（厚生労働省）の単位及び単位扱い組合の府内集計数値（各年６月現在）

推定組織率は、組合員数を雇用者数（労働者数）で除した百分比（全国（厚生労働省）：E/A   大阪府：F/D）

全国人数 大阪府

「労働力調査」（総務省統計局）の各年６月の数値

平成20年以前は「事業所・企業統計調査（総務省統計局）」実施年（5年毎）を基準にした伸び率

Ｃ×Ｂの数値（Ｃが記載されてない年は当年以前で直近のＣの値を適用）

労働組合基礎調査（厚生労働省）の単一労働組合集計数値（各年６月現在）

労　働　力　調　査 組　合　員　数 経済センサス･基礎調査

大阪府人数

但し、平成23年は東日本大震災の影響により、被災3県（岩手、宮城、福島）を含む調査が再開された同年11月の数値を用いた。

　　　　　　　         　　　 　（％）　　    

推定組織率

（人数単位：万人）

全　国

（６月）

全　　国 大阪府

（役員を含む雇用者）

（役員を除く常用雇用者）

平成20年以前は「事業所・企業統計調査」、平成21年以降は「経済センサス・基礎調査」の結果が確定した後に算出した修正値（（F/C）

但し、平成23年における全国の推定組織率【※】は、東日本大震災の被災3県（岩手、宮城、福島）を除いた参考値

平成21年以降は「経済センサス・基礎調査（総務省統計局）」実施年を基準にした伸び率　（次回は平成26年実施（27年結果公表予定）・5年毎）

全国人数


（参考）労働組合推定組織率等の推移（図表）
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３　産業分類別の状況

産業分類（大分類）別の状況をみると、「製造業」が1,288組合、19万1,043人と組合数、組合員数ともに、最も多くなっており、前年比では、組合数が13組合、組合員数が3,212人減少した。その他、組合員数では、「卸売業、小売業」（513組合、12万1,693人）「運輸業、郵便業」（947組合、9万7,058人）の順に多くなっている。また、前年に比べ「卸売業、小売業」では、3,786人、「運輸業、郵便業」では4,625人それぞれ減少した。
[image: image4.emf]増減
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4,608 100.0% △45 744,281 502,445 241,836 100.0% △14527

Ａ

0 0.0% △1 0 0 0 0.0% △13

Ｂ

 

Ｃ

1 0.0% 0 22 12 10 0.0% +1

Ｄ

179 3.9% △8 38,943 35,631 3,312 5.1% △540

Ｅ

1,288 28.0% △13 191,043 152,307 38,736 25.1% △3212

食 料 品 製 造 業 90 2.0% +1 14,689 10,219 4,470 1.9% △186

飲料・たばこ・飼料製造業 27 0.6% 0 4,264 3,245 1,019 0.6% △234

繊 維 工 業 103 2.2% +1 7,698 4,734 2,964 1.0% △287

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 11 0.2% 0 1,137 1,031 106 0.1% △7

家 具 ・ 装 飾 品 製 造 業 9 0.2% 0 713 599 114 0.1% △46

パルプ・紙・紙加工品製造業 52 1.1% 0 3,699 2,967 732 0.5% △111

印 刷 ・ 同 関 連 事 業 60 1.3% △1 4,844 4,201 643 0.6% △46

化 学 工 業 230 5.0% △5 33,976 23,473 10,503 4.5% △267

石油製品・石炭製品製造業 16 0.3% △1 1,295 1,205 90 0.2% △162

プラスチック製品製造業 19 0.4% △1 1,766 1,512 254 0.2% △11

ゴ ム 製 品 製 造 業 18 0.4% +1 2,292 1,915 377 0.3% △12

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 49 1.1% △2 1,160 987 173 0.2% △106

鉄 鋼 業 72 1.6% 0 10,299 9,435 864 1.4% △205

非 鉄 金 属 製 造 業 43 0.9% △3 7,266 6,187 1,079 1.0% △213

金 属 製 品 製 造 業 140 3.0% △1 9,113 7,893 1,220 1.2% △83

は ん 用 機 械 器 具製 造業 91 2.0% 0 16,457 14,350 2,107 2.2% +16

生 産 用 機 械器 具製 造業 48 1.0% +1 8,919 8,081 838 1.2% +89

業 務 用 機 械器 具製 造業 22 0.5% 0 3,313 2,830 483 0.4% △37

電子部品・デバイス・電子回路製造業 21 0.5% 0 5,416 4,536 880 0.7% △163

電 気 機 械 器 具 製 造 業 78 1.7% △2 26,526 21,133 5,393 3.5% △410

情報通信機械器具製造業 8 0.2% 0 4,812 4,129 683 0.6% △56

輸 送 用 機 械器 具製 造業 47 1.0% 0 13,798 12,190 1,608 1.8% △763

そ の 他 の 製 造 業 34 0.7% △1 7,591 5,455 2,136 1.0% +88

Ｆ

57 1.2% 0 16,010 14,133 1,877 2.1% △273

電 気 業 21 0.5% 0 7,184 6,312 872 0.9% △45

ガ ス 業 15 0.3% 0 4,091 3,373 718 0.5% △31

熱 供 給 業

水 道 業 21 0.5% 0 4,735 4,448 287 0.6% △197

Ｇ

142 3.1% +2 43,541 34,363 9,178 5.7% +2,345

通 信 業 31 0.7% △2 23,091 18,120 4,971 3.0% +2,312

放 送 業 15 0.3% 0 1,797 1,416 381 0.2% △20

情 報 サ ー ビ ス 業 48 1.0% +4 14,712 11,622 3,090 1.9% +264

インターネット附随サービス業 1 0.0% 0 1 0 1 0.0%

映像・音声・文字情報制作業 47 1.0% 0 3,940 3,205 735 0.5% △211

Ｈ

947 20.6% △17 97,058 85,351 11,707 12.8% △4625

鉄 道 業 145 3.1% △1 28,784 26,944 1,840 3.8% +183

道 路 旅 客 運 送 業 158 3.4% +2 15,045 14,680 365 2.0% △2015

道 路 貨 物 運 送 業 403 8.7% △11 22,576 20,746 1,830 3.0% △452

水 運 業 10 0.2% 0 825 670 155 0.1% △1338

航 空 運 輸 業 37 0.8% +1 3,769 2,158 1,611 0.5% +11

倉 庫 業 35 0.8% △1 1,454 1,121 333 0.2% △33

運輸に附帯するサービス業 123 2.7% △5 8,469 7,071 1,398 1.1% △678

郵便業（信書便事業を含む） 36 0.8% △2 16,136 11,961 4,175 2.1% △303

Ｉ

513 11.1% +2 121,693 60,867 60,826 16.0% △3786

卸 売 業 190 4.1% △2 22,984 15,048 7,936 3.0% +246

小 売 業 323 7.0% +4 98,709 45,819 52,890 13.0% △4032

Ｊ

261 5.7% △1 49,407 20,869 28,538 6.5% △235

金 融 業 150 3.3% △2 17,804 9,601 8,203 2.3% +228

金融商品取引、商品先物取引業 12 0.3% 0 909 504 405 0.1% △24
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［注］　構成比は、小数点第２位を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。（以下各表とも同じ）

［注］　増減の欄は、組合数及び組合員数について、前年結果と比較した場合の増減を示す。
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１０
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構成比

産  業  分  類

合                     計

農 業 、 林 業
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組合数 組合員計

構成比
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３４
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４４
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４５
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５０～５５
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金 融 業 、 保 険 業
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６５

６７

８８

不 動 産 業 、 物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

７１

72～74

７８，７９

７５

生活関連サービス業、娯楽業

宿 泊 業 、 飲 食 サ ー ビ ス 業

８０

８１

８２

教 育 、 学 習 支 援 業

複 合 サ ー ビ ス 事 業

８６

医 療 、 福 祉

８３

８４

８５

９７

９８

８７

分 類 不 能 の 産 業
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公 務
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８９，９０

９１

サ ー ビ ス 業

増減

２８

２９

３０

２４

２５

２０

２１

２６

２７


４　企業規模別の状況

企業規模別（民営企業）の状況をみると、「1,000人以上」の大手組合が1,367組合、46万3,302

人となり、前年に比べ、組合数は60組合増加したものの、組合員数は4,213人減少した。

一方、「300人未満」の中小組合では、1,889組合、6万7,086人となり、前年に比べ、43組合、2,006人減少した。
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［注］　増減欄の（　　）内数値は、対前年増減比率を示す。
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５　上部団体別の状況

上部団体別の組合数をみると、連合が2,415組合となり、前年（2,420組合）に比べ、5組合、0.2％減少、また、全労連は664組合となり、前年（675組合）に比べ11組合、1.6％減少した。

　　組合員数では、連合は54万1,461人となり、前年（55万968人）に比べ9,507人、1.7％減少しており、全労連は、5万3,097人で、前年（5万6,047人）に比べ2,950人、5.3％減少した。

そのほか、無所属組合を中心とする「その他」では、組合数が1,562組合となり、前年（1,591組合）に比べ29組合、1.8％、組合員数は15万449人で、前年（15万2,547人）に比べ、2,098人、1.4％とそれぞれ減少した。

　　なお、組合数、組合員数ともに連合直結、全労連直結分を含んでいる。
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増減

重  複  加  盟

構成比

団        体

合         計

男子計 女子計

組合数 組合員計

構成比

そ　　の　　他

連  合  小  計

全 労 連 小 計
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６　適用法規別の状況

　　適用法規別の状況をみると、「労働組合法」適用組合が4,208組合、65万6,207人となり、前年（4,251組合、66万5,956人）に比べ、組合数では43組合、組合員数は9,749人減少した。

　　また、構成比では、「労働組合法」適用組合が、組合数では全体の91.3％を、組合員数では全体の88.2％を占めている。
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７　組合員規模別の状況

　　組合員規模別の状況をみると、組合数では、「29人以下」が1,941組合で最も多く、前年（1,946組合）に比べ5組合減少した。また、構成比では、全体の42.1％（前年41.8％）を占めている。

また、組合員数では、「300～999人」が24万9,634人で最も多く、前年（25万686人）に比べ1,052人減少しており、構成比では、全体の33.5％（前年33.0％）を占めている。
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８　行政区別の状況

行政区別の状況をみると、組合数、組合員数ともに、「大阪市地域」が2,528組合、47万612人で最も多く、前年（2,553組合、47万8,047人）に比べ、組合数は25組合、組合員数は7,435人それぞれ減少した。また、構成比では、組合数で全体の54.9％（前年54.9％）を、組合員数では63.2％（前年63.0％）を占めている。

その他、組合数では「三島地域」（500組合、5万7,470人）、「北河内地域」（336組合、6万1,814人）の順に多くなっている。
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32 0.7% 0 2,627 1,182 1,445 0.4% △82

河内長野市

20 0.4% +2 1,776 1,458 318 0.2% +100

松 原 市

28 0.6% +3 5,772 2,670 3,102 0.8% +219

羽曳 野市

20 0.4% △2 1,116 569 547 0.1% △39

藤井 寺市

13 0.3% 0 1,816 1,083 733 0.2% △38

大阪狭山市

11 0.2% +1 1,083 840 243 0.1% △1

南河 内郡

5 0.1% 0 194 139 55 0.0% +23

317 6.9% △3 46,998 35,741 11,257 6.3% △131

北 区

22 0.5% △1 6,522 5,803 719 0.9% △12

堺 区

129 2.8% △1 23,372 16,307 7,065 3.1% △510

中 区

33 0.7% 0 3,780 2,897 883 0.5% +877

西 区

86 1.9% △1 10,242 8,716 1,526 1.4% △92

東 区

8 0.2% 0 626 233 393 0.1% +31

南 区

14 0.3% △1 1,084 706 378 0.1% △643

美 原 区

25 0.5% +1 1,372 1,079 293 0.2% +218

109 2.4% △1 8,328 5,637 2,691 1.1% △334

泉大 津市

40 0.9% △2 2,057 1,249 808 0.3% △291

和 泉 市

34 0.7% +2 2,872 1,575 1,297 0.4% +17

高 石 市

28 0.6% △1 2,607 2,221 386 0.4% △62

泉 北 郡

7 0.2% 0 792 592 200 0.1% +2

204 4.4% △1 19,290 12,879 6,411 2.6% △435

岸和 田市

63 1.4% +1 6,504 3,838 2,666 0.9% △172

貝 塚 市

44 1.0% △1 3,517 2,506 1,011 0.5% △43

泉佐 野市

50 1.1% +1 3,796 2,849 947 0.5% +9

泉 南 市

19 0.4% △1 3,240 2,264 976 0.4% △175

阪 南 市

6 0.1% 0 574 341 233 0.1% △16

泉 南 郡

22 0.5% △1 1,659 1,081 578 0.2% △38

増減

堺 市 域

合      計

大 阪 市 域

男子計 女子計

組合数 組合員計

構成比 増減

［注］　増減欄は、組合数及び組合員数について、前年結果と比較した場合の増減を示す。　

南 河 内 地 域

構成比

行政区別

泉 北 地 域

泉 南 地 域

三 島 地 域

豊 能 地 域

北 河 内 地 域

中 河 内 地 域


９　パートタイム労働者の組織状況

　　パートタイム労働者の組合員数は、8万1,678人となり、前年（8万2,964人）に比べ、1,286人、1.6％減少した。
※「パートタイム労働者」とは、短時間勤務の正規労働者以外で、1日の所定労働時間がその事業所の一般労働者より短い者、

　1日の所定労働時間が同じであっても1週の所定労働日数が一般労働者より少ない者、又は事業所においてパートタイマー

　パート等と呼ばれている労働者をいう。

[image: image10.emf]　　　　　　　　　　　　　　区分

 年

組合員数 対前年増減数

人 人

16年 26,936 －

17年 29,459

＋2,523

（＋9.4%）

18年 30,646

＋1,187

（＋4.0%）

19年 45,152

＋14,506

（＋47.3%）

20年 48,486

＋3,334

（＋7.4%）

21年 50,355

＋1,869

（＋3.9%）

22年 61,398

＋11,043

（＋21.9%）

23年 63,886

＋2,488

（＋4.1%）

24年 69,159

＋5,273

（＋8.3%）

25年 82,964

＋13,805

（＋20.0%）

26年 81,678

△1,286

（△1.6%）

[注]　（　）内数値は、対前年増減比率を示す。

[注]　上記の「パートタイム労働者」とは、短時間勤務の正規労働者以外で、１日の所定労働時間がその事業所

       の一般労働者より短い者、１日の所定労働時間が同じであっても１週の所定労働日数が一般労働者より

　　　 少ない者又は事業所においてパートタイマー、パート等と呼ばれている労働者をいう。
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